
農林水産本省発注者綱紀保持委員会（第２回）議事概要

日 時 平成２０年３月１４日(金) 16時03から16時15分

場 所 農林水産省第１特別会議室

出 席 者 大臣官房長、大臣官房秘書課長、大臣官房経理課長、大臣官房地方

課長、大臣官房統計部管理課長、総合食料局総務課長、消費・安全

局総務課長、生産局総務課長、経営局総務課長、農村振興局総務課

長、農林水産技術会議事務局総務課長、林野庁林政部林政課長、林

野庁国有林野部管理課長、水産庁漁政部漁政課長

概 要

１．委員会の趣旨について官房長から説明

２．平成19年度における発注者綱紀保持対策の実施状況について報告

(1) 農林水産省の各機関における発注者綱紀保持委員会の開催状況（資料１）

(2) 農林水産省発注者綱紀保持マニュアル（資料２…省略）

(3) 発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者等への周知状況（資料３）

(4) 発注者綱紀保持研修等の実施状況（資料４）

(5) 林野庁小委員会の設置（資料５）

３．平成20年度における発注者綱紀保持対策の実施方針について決定

(1) 農林水産省発注者綱紀保持マニュアルの改訂方針（資料６）

(2) 発注者綱紀保持研修方針（資料７）

(3) 発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者への周知方針（資料８）

４．次回の開催予定について説明

（次回委員会は、平成20年９月に開催予定だが、必要が生ずれば随時開催）

以 上



資 料 １

発注者綱紀保持委員会 開催状況（機関別）
平成20年3月14日現在

定 例 会 議 随 時 会 議 備 考

平成19年8月3日 －

（参考）

横 浜平成19年11月27日 －

名 古 屋平成19年11月29日 －

神 戸平成19年 11月 5日 －

門 司平成19年12月17日 －

那 覇平成19年10月29日 －

平成19年10月26日 －

平成19年11月26日 －

平成20年 1月 28日 －

平成19年12月11日 －

平成19年 11月 6日 －

北 海 道平成19年 9月 27日 －

仙 台平成 19 年 9 月 3 日 －

新 潟平成19年 9月 25日 －

境 港平成19年 9月 20日 －

瀬 戸 内 海平成19年 9月 19日 －

九 州平成 19 年 9 月 7 日 －

東 北平成19年10月22日 －

関 東平成19年11月15日 －

北 陸平成19年11月21日 －

東 海平成19年 12月 3日 －

近 畿平成19年 9月 10日 －

中 国 四 国平成19年10月26日 －

九 州平成19年10月26日 －

平成19年 11月 9日 －

北 海 道平成19年 11月 9日 －

東 北平成19年11月21日 平成19年12月25日

関 東平成19年11月27日 －

中 部平成19年12月18日 －

近 畿 中 国平成19年 12月 3日 －

四 国平成19年 12月 7日 －

九 州平成19年 12月 7日 －

平成20年 1月 10日 －
農 林 水 産 技 術 会 議
事 務 局 筑 波 事 務 所
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資料３
プレスリリース

平成１９年８月１６日

農 林 水 産 省

農林水産省発注者綱紀保持マニュアル等について

１．農林水産省では、最近の談合問題の発生に鑑み、発注事務の適正性及び

透明性の向上並びに発注事務に係る綱紀の保持を強化することを目的とし

て、７月３１日に農林水産省発注者綱紀保持規程を制定したところです。

今般、併せて、具体的な手続や留意事項等を記載した農林水産省発注者綱

紀保持マニュアルを作成しましたので、お知らせします。

２．なお、農林水産省発注者綱紀保持規程及び農林水産省発注者綱紀保持マ

ニュアルは農林水産省ホームページ（http://www.maff.go.jp/www/supply

/supply.html）をご覧下さい。

３．当省では、これらの規程等に基づいて、当省発注事務に関し、事業者に

対して応接場所の制限を行うとともに、原則として複数の職員で対応する

こととし、また、「不当な働きかけ」について公表するなどの取組を実施

することとしています。

【問い合わせ先】
大臣官房経理課
直 通：０３－３５９１－９７７７
担当者：水嶋正博、近江俊輔（内線３３２９）

（農林水産省代表）０３－３５０２－８１１１
当資料のホームページ掲載先ＵＲＬ
http://www.maff.go.jp/www/press/press.html



- 2 -

平成１９年８月１６日

農 林 水 産 省

農林水産省における発注者綱紀保持対策について

１．農林水産省では、最近の談合問題の発生に鑑み、今般、発注事務の適正性及

び透明性の向上並びに発注事務に係る綱紀の保持を強化することを目的として、

農林水産省発注者綱紀保持規程を制定しました。

２．この規程に基づいて、農林水産省では、当省発注事務に関し事業者の皆様に

対して応接場所の制限を行うとともに、原則として複数の職員で対応すること

とし、また、「不当な働きかけ」について公表するなど以下の取組を実施する

ことになります。

事業者の皆様におかれましては、農林水産省における発注者綱紀保持のため

の取組の趣旨をご理解の上、適切な対応をよろしくお願いいたします。

発注者綱紀保持規程による主な取組

(1) 事業者の皆様との応接方法について

① 執務室への自由な出入りを制限し、受付カウンターや応接スペース等で

対応します。

② 複数の職員により対応します。

(2) 不当な働きかけの記録・公表について

次のような不当な働きかけを受けた場合は、これを拒否し、その内容を記

録し、本省又は地方支分部局等の発注者綱紀保持委員会に報告し、公表しま

す。

① 有利な競争参加資格の設定に関する依頼

② 指名競争入札において指名又は指名しないことの依頼

③ 受注すること又は受注させないことの依頼

④ 公表前に、設計金額、予定価格、見積金額又は低入札価格調査制度の

調査基準価格に関する情報を聴取すること

⑤ 公表前に、総合評価落札方式における技術点に関する情報聴取

⑥ 公表前に、発注予定に関する情報を聴取すること

⑦ 公表前に、入札参加者に関する情報を聴取すること

⑧ その他の特定の者への便宜又は利益若しくは不利益の誘導につながる

おそれのある依頼又は情報聴取

なお、農林水産省発注者綱紀保持規程及び農林水産本省発注者綱紀保持委員

会については、当省のホームページ http://www.maff.go.jp/www/supply/supp

ly.html をご覧下さい。



発注担当職員は、国民の疑惑を招くことのないよう関係法令を遵守し、
適切に事務処理を行わなければなりません。

発注事務の実施に当た
って、透明性、公平性及
び公正性の確保に留意

発注事務に関する苦情、
相談、問い合わせ等
への適切な対応

発注担当者の責務

関係法令の遵守
①会計法
②入契法
③官製談合防止法
④独禁法
等

監督者の責務

管理監督者の立場にある職員は、その職責の重要性を自覚し、
自ら服務規律を遵守することはもとより、職場におけるリーダー

として発注担当職員の模範となるよう自らを律しなければなりません。

発注担当職員との意思疎通を積極的
に図り、良好な職場環境を確立

発注担当職員を適切に指導監督し、
適切な発注事務を確保

農林水産省発注者綱紀保持マニュアル（概要）



業者との応接方法と「働きかけ」を受けた場合の報告

発注担当職員 業界関係者
業務上必要な場合業務上必要な場合
を除き接触しないを除き接触しない

次に掲げる行為に該当するか
○受注業者との打ち合わせ
○見積業者との打ち合わせ
○入札・契約についての手続
○その他業務上必要と認められる場合

接触しない

該当しない

該当する

○接触場所は受付応接カウンター
その他の応接場所とする

○職員は複数で応接する

業者は次に掲げる「働きかけ」行為を行ったか
（１）自らに有利な競争参加資格の設定に関する依頼
（２）指名競争入札において自らを指名すること又は他者を
指名しないことの依頼

（３）自らが受注すること又は他者に受注させないことの依頼
（４）公表前における設計金額、予定価格、見積金額又は
低入札価格調査制度の調査基準価格に関する情報聴取

（５）公表前における総合評価落札方式における技術点に関
する情報聴取

（６）公表前における発注予定に関する情報聴取
（７）公表前における入札参加者に関する情報聴取
（８）その他の特定の者への便宜又は利益若しくは不利益
の誘導につながるおそれのある依頼又は情報聴取

該当する

発注者綱紀保持担当者

報告

受発注可

該当しない

発 注 者

綱紀保持
委 員 会

発注者綱紀保持責任者

職務上必要な場合の対応

○業者に「働きかけ」を受けた旨伝え、直ちに接触を中止する
○報告書を速やかに作成

「働きかけ」
の公表



発注事務のチェックポイント

◆仕様書及び設計書
□積算資料等を机上に放置していないか。
□積算担当課への部外者立ち入りについて、制限措置を
とっているか。
□参考見積りは、複数の会社に依頼しているか。
□積算の数量・単価等のチェックを適正に行っているか。

◆予定価格
□予定価格調書は、施錠された書庫等に保管されているか。
□予定価格が１，０００万円を超える工事、製造、役務の提供
について、調査基準価格が記載されているか。
□契約保証に係る補正率等は適正に算出されているか。
□予定価格、積算調書の省略は適正か。
□予定価格の金額の訂正を行っていないか。

チェックポイント（例）

発注見通しの公表 → 仕様書及び設計書の作成 →
契約措置請求 → 予定価格の作成 → 入札の公告 →
業者選定の公正手続 → （随意契約） → 入札執行 →
契約の締結 → 前金等の支払 → 監督 → 契約の変更
→ 完成検査 → 引渡 → 支払

チェックの流れ

遵守すべき関係法令

・国家公務員法、国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程
・刑法
・独占禁止法、官製談合防止法 等



資料４

平成１９年度発注者綱紀保持研修等の開催状況
２０．３．１４現在

【大臣官房経理課主催】

開催日・研修等名 受 講 者 摘 要

１０／１０（水） 本省及び近隣官署の会計事務担

第２回会計事務講習 当職員

「発注者綱紀保持対策」 計４１名

１０／１９（金） ・本省、地方農政局の管理監督 ・桐蔭横浜大学法科大学院

農林水産本省発注者綱紀保 者及び発注担当職員 教授

持研修 ・地方農政局等の発注者綱紀保 ・公正取引委員会事務総局

持研修担当課長等 経済取引局総務課

計７９名

１２／２５（火） 経理課発注担当職員、管理監督

経理課発注者綱紀保持講習 者等

計２３名

【講師派遣】

開催日・研修等名 受 講 者 摘 要

１１／９（金） 地方農政局事業所庶務課長等 農村振興局総務課主催

地方農政局庶務課長等会議 計５９名

１１／２１(水) 本所総務部及び支所庶務課職員

動物検疫所

庶務・会計事務担当者会議 計２０名

１１／２８(水) 本局、農政事務所、事業所職員 公正取引委員会事務総局

東北農政局 東北事務所総務課

発注者綱紀保持研修 計１５３名

１２／７（金） ・本局発注担当者 公正取引委員会事務総局

関東農政局 ・農政事務所及び事業所総務課 経済取引局総務課

発注者綱紀保持研修 長（庶務課長）・発注担当職

員

計８６名

２／２２（金） ・本局総務部課長以上・各部庶

北陸農政局 務担当課長補佐等

発注者綱紀保持講習 ・農政事務所次長及び総務課長

・事業所次長及び庶務課長

計４５名



（参考）

出先機関における発注者綱紀保持研修等開催状況
平成２０年３月１４日現在 

開 催 状 況

東 北  11/28・1/21　研修等　計２３３名（仙台漁調２名を含む。）

関 東  12/ 7　研修　８６名

北 陸   2/22　講習　４５名

東 海  10/16～2/6　講習会等８回　計２９１名

近 畿  11/26 工事課長・支所長等会議　５１名

中 国 四 国   9/19～3/11　事業所長会議等４回　計２０８名

九 州   9/ 6～1/23  事業所等庶務課長会議等４回　計１２１名

 12/18　研修　２０名

北 海 道  11/1～2/20　講習等７回　計３０２名

東 北  12/4・18　研修２回　計８６名

関 東  12/4・18　講習２回　計１０８名

中 部  12/6・2/19　講習２回　計１５６名

近 畿 中 国  12/6・1/31　研修等２回　計１６２名

四 国  10/11～2/8　講習等３回　計１５４名

九 州  10/11・11/30　講習等２回　計１７０名

北 海 道   3/11　説明会　２名

仙 台  11/28　東北農政局発注者綱紀保持研修へ参加　２名

新 潟  10/22　本省研修受講者が発注担当職員等へ周知

境 港   3/25　講習　４名

瀬 戸 内 海   3/ 7　説明会　３名

九 州  10/26　説明会　７名

横 浜   2/22　事務担当者会議　６名

名 古 屋   3/ 7　庶務会計事務担当者会議　１５名

神 戸  11/ 9　研修　１１名

門 司  11/19　支所庶務会計事務担当者会議　１３名

那 覇  10/30　講習　２名

 11/21　庶務・会計事務担当者会議　２０名

 12/ 7　講習　１７名

 20年度早期に研修実施予定

  3/ 7　講習　１２名

 11/ 6　研修　１６名

  2/15　研修　４９名

動物医薬品検査所

農林水産政策研究所

実 施 機 関
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方
 
農
 
政
 
局
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事務局筑波事務所

農 林 水 産 研 修 所

北海道農政事務所
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資料５

林野庁直轄事業契約監視等委員会について

林野庁直轄事業契約監視等委員会設置要領

（平成19年8月29日19林政政第426号林野庁長官通知）

第１ 名称

農林水産本省発注者綱紀保持委員会に設置される林野庁に関する小委員会の

名称は、林野庁直轄事業契約監視等委員会（以下「監視等委員会」という。）

とする。

第２ 監視等委員会の事務

監視等委員会は、次に掲げる事項を調査審議する。

ア 林野庁本庁、施設等機関及び地方支分部局の巡回点検及び抜き打ち監査に

関すること。

イ 林野庁からの再就職者の在籍する法人の受注状況に関すること。

ウ 施設等機関及び地方支分部局に設置する発注者綱紀保持委員会の調査審議

結果に係る総合調整に関すること。

エ コンプライアンスに係る具体的なマニュアルの整備及び研修に関すること。

オ その他農林水産本省発注者綱紀保持委員会の調査審議事項であって林野庁

に係る事項のうち特に必要なもの。

第３ 監視等委員会の構成

監視等委員会の構成は、要領３の（３）から（８）までに規定するところに

よる。

第４ 監視等委員会の開催

（１）監視等委員会は、委員長が招集する。

（２）委員は、必要があると認めるときはいつでも、委員長に対して監視等委員

会の招集を請求することができるものとする。

（３）監視等委員会の議事は、非公開とする。

第５ 監視等委員会の庶務

監視等委員会の庶務は、林野庁林政部林政課において行う。

第６ 雑則

この要領に定めるもののほか、監視等委員会の運営に必要な事項は、委員長

が監視等委員会に諮って定める。



◎ 林野庁直轄事業契約監視等委員会委員

（平成１９年１０月３１日現在）

委員長 林政課長

委 員 管理課長

委 員 管理課監査室長

委 員 管理課監査官（林政課併任（ ３名））

委 員 外部有識者

鈴木 満 桐蔭横浜大学法科大学院教授、弁護士



資料６

農林水産省発注者綱紀保持マニュアル

の改訂について

１．発注者綱紀保持マニュアルは１９年８月に制定

目的：発注事務の適正性及び透明性の向上並びに発注事務に係る綱紀の

保持を図り、国民の信頼を確保

内容：①発注者綱紀保持規程の運用（解説・Ｑ＆Ａ）

②発注事務の各段階における留意点

③遵守すべき関係法令とその解説 等

２．制定以後、マニュアルに基づく研修、講習を実施

その際、マニュアルについて、

① 対応事例（不当な働きかけの内容等）をより具体的、多

様に、

② 工事を中心に作成されている「発注事務における留意点

（チェックポイント）」を、物品・役務契約等の留意点を

充実し、それぞれの担当者に分かりやすく

などの要望

３．このため、これらの要望に対応した改訂を研修開始の５月

までに行い、改訂の概要を次回委員会に報告することとする。



資料７

平成20年度発注者綱紀保持研修等の実施方針

農林水産省における発注者綱紀保持のための研修等については、平成20年度

においても以下の考え方に基づき研修等を実施する。

１．本省（林野庁、水産庁及び技術会議事務局を含む。）が実施する研修等

(1) 研修（年２回、５月及び10月頃）

① 本省、施設等機関及び地方支分部局の発注者綱紀保持担当者（地方

農政局総務課長等）を対象とした研修

② 本省所属の発注担当課長等（課長、課長補佐）及び担当者（係長、

係員）並びに本省近隣官署の関係職員を対象とした研修

(2) その他

上記研修に加え、会計課長会議、事業所長会議、事業所庶務課長会議

等発注に関係する者の会議においても、説明の場を設けることとする。

２．施設等機関及び地方支分部局が実施する研修等

(1) 当該機関の発注者綱紀保持担当者による研修等を行う。

(2) 必要に応じて大臣官房経理課の職員を派遣する。



平成20年度農林水産本省発注者綱紀保持研修計画

本省における平成20年度の研修等については、以下のとおり実施する。

○発注者綱紀保持研修

(1) 対 象 者

① 本省（内局）、施設等機関、地方支分部局及び農林水産技術会議事

務局筑波事務所の発注者綱紀保持担当者

② 本省（内局）及び本省近隣官署の管理監督者及び発注担当職員

(2) 実施時期

５月及び10月頃

(3) 研修項目（予定）

【共通項目】

①「コンプライアンス」に係る講義 （外部有識者）

②「入札談合等関与行為防止法等」の講義 （公正取引委員会等）

③発注者綱紀保持対策 （大臣官房経理課）

【対象者①発注者綱紀保持担当者向け項目】

④発注者綱紀保研修等の実施 （大臣官房経理課）



資料８

平成20年度発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者へ

の周知方針

平成19年度に引き続き、以下の取り組みを実施する。

１．農林水産省ホームページに、当省における発注者綱紀保持への取組状

況について以下の資料を掲載する（ http://www.maff.go.jp/j/supply/

index.html ）。

・ 対策の概要を取りまとめた「事業者の皆様へのお知らせ」

・ 農林水産省発注者綱紀保持規程、マニュアル等

・ 農林水産本省発注者綱紀保持委員会の審議概要

２．以下の内容について、入札公告への掲載または発注窓口における掲示

を行う。併せて、発注窓口にチラシを備え付け、関係事業者等への周知

徹底を図る。

・ 農林水産省においては、発注者綱紀保持規程等を制定し、綱紀保持

対策を行っていること

・ 不当な働きかけを受けた場合においては、ホームページに公表する

こと
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